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Ⅰ．産学連携の検討経緯
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○知識社会の到来
・知識の創造とその迅速活用が活・知識の創造とその迅速活用が活・知識の創造とその迅速活用が活・知識の創造とその迅速活用が活
性化の要性化の要性化の要性化の要

○大競争時代の到来
・産業空洞化の危惧・産業空洞化の危惧・産業空洞化の危惧・産業空洞化の危惧
・日本型経営（終身雇用等）の破綻・日本型経営（終身雇用等）の破綻・日本型経営（終身雇用等）の破綻・日本型経営（終身雇用等）の破綻

○「知」の創造拠点としての大学への期待
・研究者数：我が国全体の約・研究者数：我が国全体の約・研究者数：我が国全体の約・研究者数：我が国全体の約1/3（（（（26万人）万人）万人）万人）
・研究費：我が国全体の約・研究費：我が国全体の約・研究費：我が国全体の約・研究費：我が国全体の約1/5（（（（3.2兆円）兆円）兆円）兆円）

○事業を担う産業界への要請
・高付加価値商品等の迅速な創造・高付加価値商品等の迅速な創造・高付加価値商品等の迅速な創造・高付加価値商品等の迅速な創造
・事業活動の「選択」と「集中」・事業活動の「選択」と「集中」・事業活動の「選択」と「集中」・事業活動の「選択」と「集中」
　（＝自前主義からの脱却）　（＝自前主義からの脱却）　（＝自前主義からの脱却）　（＝自前主義からの脱却）

　　　　イノベーションシステムの構築が急務。産学連携はその要であり、経済活性化の鍵。現下の多様かイノベーションシステムの構築が急務。産学連携はその要であり、経済活性化の鍵。現下の多様かイノベーションシステムの構築が急務。産学連携はその要であり、経済活性化の鍵。現下の多様かイノベーションシステムの構築が急務。産学連携はその要であり、経済活性化の鍵。現下の多様か
つ変化の早い経済情勢に応えるためには、つ変化の早い経済情勢に応えるためには、つ変化の早い経済情勢に応えるためには、つ変化の早い経済情勢に応えるためには、産学連携を国家戦略として後押しし、大学発ベンチャー
を始めとする新事業の創出や事業革新を促進していくことが不可欠。。。。

政府の政策
目 標

「大学発ベンチャー「大学発ベンチャー「大学発ベンチャー「大学発ベンチャー3年年年年1000社計画」（平沼プラン）社計画」（平沼プラン）社計画」（平沼プラン）社計画」（平沼プラン）

【参考】大学発ベンチャー【参考】大学発ベンチャー【参考】大学発ベンチャー【参考】大学発ベンチャー1000100010001000社創出による経済効果　社創出による経済効果　社創出による経済効果　社創出による経済効果　（経済産業省試算）
　・直接効果⇒民間需要創出効果：約0.6兆円、雇用創出効果：約2.1万人
　・間接効果⇒　　　 〃 　　　 ：約1.8兆円、　　〃　　 ：約14万人

１．産学連携の必要性１．産学連携の必要性１．産学連携の必要性１．産学連携の必要性
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ＭＥＴＩ
Ministry of Economy, 

Trade and Industry

【平成【平成【平成【平成10年】年】年】年】
・・・・「大学等技術移転促進法」(TLO法法法法)策定策定策定策定→【措置内容】→【措置内容】→【措置内容】→【措置内容】TLO（（（（技術移転機関）の整備促進技術移転機関）の整備促進技術移転機関）の整備促進技術移転機関）の整備促進

・「研究交流促進法」改正・「研究交流促進法」改正・「研究交流促進法」改正・「研究交流促進法」改正→【措置内容】産学共同研究に係る国有地の廉価使用許可→【措置内容】産学共同研究に係る国有地の廉価使用許可→【措置内容】産学共同研究に係る国有地の廉価使用許可→【措置内容】産学共同研究に係る国有地の廉価使用許可

【平成【平成【平成【平成11年】年】年】年】
・『中小企業技術革新制度』（日本版・『中小企業技術革新制度』（日本版・『中小企業技術革新制度』（日本版・『中小企業技術革新制度』（日本版SBIR））））の創設の創設の創設の創設
・「産業活力再生特別措置法」策定・「産業活力再生特別措置法」策定・「産業活力再生特別措置法」策定・「産業活力再生特別措置法」策定→【措置内容】日本版バイドール条項・承認→【措置内容】日本版バイドール条項・承認→【措置内容】日本版バイドール条項・承認→【措置内容】日本版バイドール条項・承認TLOの特許料の特許料の特許料の特許料1/2軽減軽減軽減軽減
・日本技術者教育認定機構（・日本技術者教育認定機構（・日本技術者教育認定機構（・日本技術者教育認定機構（JABEE））））設立設立設立設立

【平成【平成【平成【平成12年】年】年】年】
・「産業技術力強化法」策定・「産業技術力強化法」策定・「産業技術力強化法」策定・「産業技術力強化法」策定→【措置内容】承認・認定→【措置内容】承認・認定→【措置内容】承認・認定→【措置内容】承認・認定TLOの国立大学施設無償使用許可の国立大学施設無償使用許可の国立大学施設無償使用許可の国立大学施設無償使用許可

【平成【平成【平成【平成13年】年】年】年】
・『平沼プラン』で・『平沼プラン』で・『平沼プラン』で・『平沼プラン』で「大学発ベンチャー3年1000社計画」発表発表発表発表

【平成【平成【平成【平成14年】年】年】年】
・「蔵管一号」改正・「蔵管一号」改正・「蔵管一号」改正・「蔵管一号」改正→【措置内容】大学発ベンチャーの国立大学施設使用許可→【措置内容】大学発ベンチャーの国立大学施設使用許可→【措置内容】大学発ベンチャーの国立大学施設使用許可→【措置内容】大学発ベンチャーの国立大学施設使用許可

・ＴＬＯ法告示改正・ＴＬＯ法告示改正・ＴＬＯ法告示改正・ＴＬＯ法告示改正→【措置内容】承認→【措置内容】承認→【措置内容】承認→【措置内容】承認TLOの創業支援事業円滑化の創業支援事業円滑化の創業支援事業円滑化の創業支援事業円滑化

【平成【平成【平成【平成15年】年】年】年】
・「学校教育法」改正・「学校教育法」改正・「学校教育法」改正・「学校教育法」改正→【措置内容】専門職大学院制度創設、学部・学科設置の柔軟化→【措置内容】専門職大学院制度創設、学部・学科設置の柔軟化→【措置内容】専門職大学院制度創設、学部・学科設置の柔軟化→【措置内容】専門職大学院制度創設、学部・学科設置の柔軟化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 アクレディテーション制度導入（平成アクレディテーション制度導入（平成アクレディテーション制度導入（平成アクレディテーション制度導入（平成16年度から）年度から）年度から）年度から）
【平成【平成【平成【平成16年】年】年】年】
・・・・「国立大学法人法」施行→【措置内容】教職員身分：「非公務員型」、承認ＴＬＯへの出資→【措置内容】教職員身分：「非公務員型」、承認ＴＬＯへの出資→【措置内容】教職員身分：「非公務員型」、承認ＴＬＯへの出資→【措置内容】教職員身分：「非公務員型」、承認ＴＬＯへの出資

・「特許法等の一部改正法」施行・「特許法等の一部改正法」施行・「特許法等の一部改正法」施行・「特許法等の一部改正法」施行→【措置内容】大学、→【措置内容】大学、→【措置内容】大学、→【措置内容】大学、TLOに係る特許関連料金の見直しに係る特許関連料金の見直しに係る特許関連料金の見直しに係る特許関連料金の見直し

２．産学連携の系譜２．産学連携の系譜２．産学連携の系譜２．産学連携の系譜

２

ＭＥＴＩ
Ministry of Economy, 

Trade and Industry
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３．産学連携施策のあり方

１．大学改革の方向と産学連携　
　　・国民に対して多様な「教育サービス」の選択肢を提供できる環境の整備
　　・産業界における意識改革・制度改革推進
　　・独立行政法人化後の国立大学における自主裁量権の確保
　　・産学連携にあたっての基本的ルール（利益相反・責務相反への対処等）の整備

２．技術ライセンスから技術マネジメントへの機能強化　

　　・TLOによる産学のニーズ・シーズのマッチング強化（研究開発、情報提供両面において）
　　・TLOの事業化支援機能の強化

３．イノベーションを担う起業家・経営人材の養成強化　
　　・従来の大学の枠組みに捕らわれない民間主導の人材育成事業の展開
　　・技術者の継続的能力開発の促進
　　・任期制任用の適用や制度改革等による産学の人材交流促進

産学連携を見据えたその他の施策　

　　・知的財産の戦略的活用に向けた環境整備
　　・国有特許の産業界への移転促進（研究交流促進法の改正等）
　　・マテリアル・トランスファー等の多様な技術移転形態への対応

○産業構造審議会 産学連携小委員会「最終とりまとめ」（H14.4.25発表）

３

ＭＥＴＩ
Ministry of Economy, 

Trade and Industry

Ⅱ．大学改革の方向と産学連携
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学問の進展・社会の変化に対応した
機動的な組織改編を促進

自己点検・評価や第三者評価で継続
的に教育研究水準を向上

専門職大学院を創設（修了者には
専門職学位を授与）

審
　
　
議
　
　
会

学問分野を大きく変更しない学部
等の設置を届出制化

評
価
機
関

認証評価

公正性・適格
性を審査

大学の活動を
定期的に評価

評価結果を公表

設置認可
の見直し

第三者評
価制度の
導入

高度専門
職業人の
養成

現行の仕組み現行の仕組み現行の仕組み現行の仕組み 改正後の仕組み改正後の仕組み改正後の仕組み改正後の仕組み

（注）平成15年度施行。第三者評価制度については平成16年度施行。

【文部科学省発表資料を基に経済産業省作成】

学校教育法改正（平成学校教育法改正（平成学校教育法改正（平成学校教育法改正（平成14141414年年年年11111111月月月月29292929日公布）の概要日公布）の概要日公布）の概要日公布）の概要

５

ＭＥＴＩ
Ministry of Economy, 

Trade and Industry

平成9年

平成12年

平成13年

平成14年
　　　4月

　　 10月

役員兼業（国家公務員法103条） 役員外兼業（国家公務員法104条）

・TLO役員、研究成果活用型企業の役員、
株式会社監査役との兼業許可

・役員兼業に係る人事院承認権限を文部科
学大臣に委任、さらにその権限を大学長
に再委任

・民間企業での研究開発、技術指導への従
事許可
・兼業許可件数及び従事時間数の制限（教
員1人当たり7件、8時間／週）撤廃

・TLO事業への従事許可

・役員外兼業に係る承認権限を文部科学大
臣から大学長に委任

・民間企業でのコンサルタント従事許可

兼業に係る規制緩和の進捗状況兼業に係る規制緩和の進捗状況兼業に係る規制緩和の進捗状況兼業に係る規制緩和の進捗状況

６

ＭＥＴＩ
Ministry of Economy, 

Trade and Industry

役員兼業の承認者数　H15.3.31現在
　　○TLO兼業：41人
　　○研究成果活用企業兼業：145人
　　○株式会社監査役兼業：17人
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Ⅲ．TLOについて

　ＴＬＯ（Technology Licensing Organization;技術移転機関）は、特許性、市場性を評価した上で、
大学等の研究成果を譲り受け特許化するとともに、企業への情報提供、マーケティングを行って、
最適な企業へのライセンシング等により技術移転を図る組織。取得した特許権については、適宜、
権利の再評価をすると共に、権利侵害への対処等適切な管理を行う。

　ＴＬＯが得た収益は大学等に還元され、研究資金として活用される。

技術移転機関
(ＴＬＯ)

大学等

研究者

無許諾
実施者

弁護士

技術評価、市場評価
会社等

弁理士

特許庁

ベンチャーキャピタル
投資事業組合
銀行等

①成果発掘

③特許を受ける
権利等

②技術評価、
市場評価等

(④権利化)
特許出願

⑤情報提供

⑥実施許諾等

⑦実施料収入等

(⑧権利維持)

警告・提訴

出資・経営支援

配当等

⑨収益還元

大手メーカー
・ベンチャー
企業等

ホームページ、
専門誌等

①ＴＬＯ（技術移転機関）の業務①ＴＬＯ（技術移転機関）の業務①ＴＬＯ（技術移転機関）の業務①ＴＬＯ（技術移転機関）の業務

技術移転機関（ＴＬＯ）について技術移転機関（ＴＬＯ）について技術移転機関（ＴＬＯ）について技術移転機関（ＴＬＯ）について
ＭＥＴＩ

Ministry of Economy, 
Trade and Industry

９
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ＴＬＯ機関に対する経済産業省の支援措置ＴＬＯ機関に対する経済産業省の支援措置ＴＬＯ機関に対する経済産業省の支援措置ＴＬＯ機関に対する経済産業省の支援措置

○大学等技術移転促進費補助金　　○大学等技術移転促進費補助金　　○大学等技術移転促進費補助金　　○大学等技術移転促進費補助金　　 平成１６年度予算案 ９．０億円９．０億円９．０億円９．０億円（６．０億円）（６．０億円）（６．０億円）（６．０億円）
　承認ＴＬＯに対する技術移転事業に必要な資金補助(2/3)する。さらにスーパーＴＬＯに対する支援を新たに
追加。

○大学発事業創出実用化開発事業　○大学発事業創出実用化開発事業　○大学発事業創出実用化開発事業　○大学発事業創出実用化開発事業　　平成１６年度予算案 ２６．０億円２６．０億円２６．０億円２６．０億円（２４．１億円）（２４．１億円）（２４．１億円）（２４．１億円）
　大学等の研究成果の実用化するための研究開発に対し、補助(2/3)する。

○大学発ベンチャー経営等支援事業○大学発ベンチャー経営等支援事業○大学発ベンチャー経営等支援事業○大学発ベンチャー経営等支援事業 平成１６年度予算案 　　２．０億円２．０億円２．０億円２．０億円（１．５億円）（１．５億円）（１．５億円）（１．５億円）
　大学の研究者等に対し、ＴＬＯ等を通じ、経営専門家の派遣を行う。

○承認ＴＬＯに対する特許料等の軽減（１／２減額）○承認ＴＬＯに対する特許料等の軽減（１／２減額）○承認ＴＬＯに対する特許料等の軽減（１／２減額）○承認ＴＬＯに対する特許料等の軽減（１／２減額）

○承認ＴＬＯに対する国立大学施設の無償使用措置　○承認ＴＬＯに対する国立大学施設の無償使用措置　○承認ＴＬＯに対する国立大学施設の無償使用措置　○承認ＴＬＯに対する国立大学施設の無償使用措置　：　２２機関２２機関２２機関２２機関（平成１５年８月末現在）

（注）括弧内は平成１５年度予算（注）括弧内は平成１５年度予算（注）括弧内は平成１５年度予算（注）括弧内は平成１５年度予算

○技術移転関連情報提供事業　　　　○技術移転関連情報提供事業　　　　○技術移転関連情報提供事業　　　　○技術移転関連情報提供事業　　　　平成１６年度予算案 ０．１億円０．１億円０．１億円０．１億円（０．２億円）（０．２億円）（０．２億円）（０．２億円）
　大学の研究成果の円滑な技術移転が行われるよう、ＴＬＯ研修等やマーケティングセミナーを開催する予定。

法的支援法的支援法的支援法的支援

予算支援予算支援予算支援予算支援

１１

ＭＥＴＩ
Ministry of Economy, 

Trade and Industry

筑波リエゾン研究所（筑波大）
先端科学技術インキュベーションセンター（東大）
生産技術研究奨励会（東大）
理工学振興会（東工大）
農工大ティー・エル・オー（農工大）
よこはまティーエルオー（横国大、横市大）
日本大学国際産業技術・ビジネス育成センター（日大）

早稲田大学産学官研究推進センター（早大）
慶應義塾大学知的資産センター（慶大）
東京電機大学産官学交流センター（電機大）
明治大学知的資産センター（明大）
タマティーエルオー（創価大、都立大）
キャンパスクリエイト（電通大）
日本医科大学知的財産・ベンチャー育成（ＴＬＯ）セン
ター（日医大、日獣医大）
東京理科大学科学技術交流センター（理科大）
山梨ティー・エル・オー（山梨大）

東北テクノアーチ（東北大）

北海道ティー・エル・オー（北大）

新潟ティーエルオー（新潟大）

浜松科学技術研究振興会（静大）

名古屋産業科学研究所（名大）
三重ティーエルオー（三重大）

関西ティー・エル・オー（京大、立命館大）
大阪産業振興機構（阪大）
新産業創造研究機構（神大）

テクノネットワーク四国（徳島大）

山口ティー・エル・オー（山口大）

北九州産業学術推進機構（九工大）
産学連携機構九州（九大）

くまもとテクノ産業財団（熊本大）

平成１６年１月現在

金沢大学ティ・エル・オー（金沢大）

鹿児島ＴＬＯ（鹿児島大）

（ ）内は主な提携大学

信州ＴＬＯ（信州大）

みやざきＴＬＯ（宮崎大）

承認承認承認承認TLOTLOTLOTLO（（（（36363636機関）の分布機関）の分布機関）の分布機関）の分布 ＭＥＴＩ
Ministry of Economy, 

Trade and Industry

大分ＴＬＯ（大分大）

ひろしま産業振興機構（広島大）

１３
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承認年度承認年度承認年度承認年度

内部ＴＬＯ内部ＴＬＯ内部ＴＬＯ内部ＴＬＯ

（７機関）（７機関）（７機関）（７機関）

外部ＴＬＯ外部ＴＬＯ外部ＴＬＯ外部ＴＬＯ

（２９機関）（２９機関）（２９機関）（２９機関）

‘９８‘９８‘９８‘９８

（株）先端科学技（株）先端科学技（株）先端科学技（株）先端科学技
術インキュベーショ術インキュベーショ術インキュベーショ術インキュベーショ
ンセンターンセンターンセンターンセンター

関西ティー・エル・関西ティー・エル・関西ティー・エル・関西ティー・エル・
オー（株）オー（株）オー（株）オー（株）

（株）東北テクノアー（株）東北テクノアー（株）東北テクノアー（株）東北テクノアー
チチチチ

‘９９‘９９‘９９‘９９

日本大学国際日本大学国際日本大学国際日本大学国際
産業技術・ビジネ産業技術・ビジネ産業技術・ビジネ産業技術・ビジネ
ス育成センタース育成センタース育成センタース育成センター
（ＮＵＢＩＣ）（ＮＵＢＩＣ）（ＮＵＢＩＣ）（ＮＵＢＩＣ）

早稲田大学産学早稲田大学産学早稲田大学産学早稲田大学産学
官研究推進ｾﾝﾀｰ官研究推進ｾﾝﾀｰ官研究推進ｾﾝﾀｰ官研究推進ｾﾝﾀｰ

慶応義塾大学知慶応義塾大学知慶応義塾大学知慶応義塾大学知
的資産センター的資産センター的資産センター的資産センター

（株）筑波リエゾン（株）筑波リエゾン（株）筑波リエゾン（株）筑波リエゾン
研究所研究所研究所研究所

（財）理工学振興（財）理工学振興（財）理工学振興（財）理工学振興
会会会会

（有）山口ティー・（有）山口ティー・（有）山口ティー・（有）山口ティー・
エル・オーエル・オーエル・オーエル・オー

北海道ティー・エ北海道ティー・エ北海道ティー・エ北海道ティー・エ
ル・オー（株）ル・オー（株）ル・オー（株）ル・オー（株）

‘００‘００‘００‘００

（財）新産業創造（財）新産業創造（財）新産業創造（財）新産業創造
研究機構研究機構研究機構研究機構

（財）名古屋産業（財）名古屋産業（財）名古屋産業（財）名古屋産業
科学技術研究所科学技術研究所科学技術研究所科学技術研究所

（株）産学連携機（株）産学連携機（株）産学連携機（株）産学連携機
構九州構九州構九州構九州

東京電機大学産東京電機大学産東京電機大学産東京電機大学産
官学交流センター官学交流センター官学交流センター官学交流センター

（株）山梨ティー・（株）山梨ティー・（株）山梨ティー・（株）山梨ティー・
エル・オーエル・オーエル・オーエル・オー

タマティーエルーオータマティーエルーオータマティーエルーオータマティーエルーオー
（株）（株）（株）（株）

‘０１‘０１‘０１‘０１

明治大学知的明治大学知的明治大学知的明治大学知的
資産センター資産センター資産センター資産センター

よこはまティーエルよこはまティーエルよこはまティーエルよこはまティーエル
オー（株）オー（株）オー（株）オー（株）

（株）テクノネットワー（株）テクノネットワー（株）テクノネットワー（株）テクノネットワー
ク四国ク四国ク四国ク四国

（財）生産技術（財）生産技術（財）生産技術（財）生産技術
研究奨励会研究奨励会研究奨励会研究奨励会

（財）大阪産業振（財）大阪産業振（財）大阪産業振（財）大阪産業振
興機構興機構興機構興機構

（財）くまもとテクノ（財）くまもとテクノ（財）くまもとテクノ（財）くまもとテクノ
産業財団産業財団産業財団産業財団

農工大ティー・エ農工大ティー・エ農工大ティー・エ農工大ティー・エ
ル・オー（株）ル・オー（株）ル・オー（株）ル・オー（株）

（株）新潟ティー・（株）新潟ティー・（株）新潟ティー・（株）新潟ティー・
エル・オーエル・オーエル・オーエル・オー

‘０２‘０２‘０２‘０２

（株）三重ティーエ（株）三重ティーエ（株）三重ティーエ（株）三重ティーエ
ルオールオールオールオー

日本医科大学日本医科大学日本医科大学日本医科大学
知的財産・ﾍﾞﾝ知的財産・ﾍﾞﾝ知的財産・ﾍﾞﾝ知的財産・ﾍﾞﾝ
ﾁｬｰ育成（ﾁｬｰ育成（ﾁｬｰ育成（ﾁｬｰ育成（TLOTLOTLOTLO））））
ｾﾝﾀｰｾﾝﾀｰｾﾝﾀｰｾﾝﾀｰ

（財）浜松科学技（財）浜松科学技（財）浜松科学技（財）浜松科学技
術研究振興会術研究振興会術研究振興会術研究振興会

（株）鹿児島（株）鹿児島（株）鹿児島（株）鹿児島TLOTLOTLOTLO

（有）金沢大学（有）金沢大学（有）金沢大学（有）金沢大学
ティ・エル・オーティ・エル・オーティ・エル・オーティ・エル・オー

（株）キャンパスクリ（株）キャンパスクリ（株）キャンパスクリ（株）キャンパスクリ
エイトエイトエイトエイト

広域型広域型広域型広域型

（２１機関）（２１機関）（２１機関）（２１機関）

（財）北九州産業（財）北九州産業（財）北九州産業（財）北九州産業
学術推進機構学術推進機構学術推進機構学術推進機構

（株）信州（株）信州（株）信州（株）信州TLOTLOTLOTLO

‘０‘０‘０‘０３３３３

（株）みやざき（株）みやざき（株）みやざき（株）みやざき
TLOTLOTLOTLO

承認承認承認承認TLOTLOTLOTLO（（（（36363636機関）の設置形態機関）の設置形態機関）の設置形態機関）の設置形態
ＭＥＴＩ

Ministry of Economy, 
Trade and Industry

１４

（有）大分（有）大分（有）大分（有）大分TLOTLOTLOTLO

東京理科大学東京理科大学東京理科大学東京理科大学
科学技術交流セ科学技術交流セ科学技術交流セ科学技術交流セ
ンターンターンターンター

（財）ひろしま産業（財）ひろしま産業（財）ひろしま産業（財）ひろしま産業
振興機構振興機構振興機構振興機構

280

618

1,145

73

710

1,335

208 284 241

37

213,607

20,394

128,201

300,061

410,191

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度
0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

国内出願件数（左軸） 外国出願件数（左軸） ロイヤリティ収入（右軸）

（特許出願件数） （千円）

承認承認承認承認TLOTLOTLOTLOの特許出願件数及びロイヤリティ収入の推移の特許出願件数及びロイヤリティ収入の推移の特許出願件数及びロイヤリティ収入の推移の特許出願件数及びロイヤリティ収入の推移

　年を追うごとに、出願件数（国内・海外）、ロイヤリティ収入とも着実に増加。各年度ごとの年を追うごとに、出願件数（国内・海外）、ロイヤリティ収入とも着実に増加。各年度ごとの年を追うごとに、出願件数（国内・海外）、ロイヤリティ収入とも着実に増加。各年度ごとの年を追うごとに、出願件数（国内・海外）、ロイヤリティ収入とも着実に増加。各年度ごとの
ＴＬＯ数の増加分を加味しても、ＴＬＯ数の増加分を加味しても、ＴＬＯ数の増加分を加味しても、ＴＬＯ数の増加分を加味しても、TLOTLOTLOTLO全体では確実に成長している。全体では確実に成長している。全体では確実に成長している。全体では確実に成長している。

（４月～９月）

１５

ＭＥＴＩ
Ministry of Economy, 

Trade and Industry
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　米国に比べ日本は、米国に比べ日本は、米国に比べ日本は、米国に比べ日本は、特許のライセンシング率や大学発ベンチャー企業数が圧倒的に少なく、優れ特許のライセンシング率や大学発ベンチャー企業数が圧倒的に少なく、優れ特許のライセンシング率や大学発ベンチャー企業数が圧倒的に少なく、優れ特許のライセンシング率や大学発ベンチャー企業数が圧倒的に少なく、優れ
た技術の多くが死蔵されているた技術の多くが死蔵されているた技術の多くが死蔵されているた技術の多くが死蔵されている。高揚機運にある産学連携活動を経済活性化に結び付けるために。高揚機運にある産学連携活動を経済活性化に結び付けるために。高揚機運にある産学連携活動を経済活性化に結び付けるために。高揚機運にある産学連携活動を経済活性化に結び付けるために
は、更なる支援策が必要。は、更なる支援策が必要。は、更なる支援策が必要。は、更なる支援策が必要。

ＭＥＴＩ
Ministry of Economy, 

Trade and Industry

産学連携活動の日米比較産学連携活動の日米比較産学連携活動の日米比較産学連携活動の日米比較

１６

注１：日本のTLO数は平成15年10月末現在。
注２：日本の特許出願件数、ライセンス件数、ロイヤリティ収入は平成14年度実績。
注３：日本の大学発ベンチャー企業数は平成15年3月末までの累計。
注４：米国のTLO数、特許出願件数、ライセンス件数、ロイヤリティ収入は2001年度実績。
注５：米国の大学発ベンチャー企業数は1980年度から2001年度までの累計。
注６：大学研究者数は日本２００２年、米国１９９９年（平成１4年度科学技術白書）

（出典）　
日本：経済産業省調べ
米国：AUTM（米国技術管理者協会）編
“Licensing Survey 2001”

 日 本 米 国 

TLO 数 ３６機関 143 機関 
特許出願件数 1,335 件 5,803 件 

ライセンス件数 349 件 3,310 件 

ロイヤリティ収入 4.1 億円 8.7 億ドル 

大学発ベンチャー数 531 社 3,026 社 

ライセンス件数／特許出願件数 26% 57% 
 

大学研究者数 281 千人 186 千人 

 

知的財産の活用知的財産の保護

知財の創出・選別・出願 ライセンス活動等ルール策定等

知財戦略の企画・立案

知財管理・活用ルールの作成

産学官連携の基本的ルール作成

知財の扱いに関するアドバイス

学内啓蒙

学内体制の整備

知財創出・取得のマネジメント

研究成果・秘密情報の保持

・　１大学と１TLOとの連携　　

・　複数大学と１TLOとの連携　

・　大学の外部組織型TLO

・　大学の内部組織型TLO 　

・全体の事業の実施に当たっては、各大学の主体的な判
断により、知的財産本部とＴＬＯとの関係を整理し、効率
的・効果的な体制が選択される。

大学とTLOとの関係

知的財産本部とTLOは知的財産の保護・活用のために一体的な連携体制を構築

・　大学とTLOとの関係は多様（一律のルール化は出来ない）

研究成果の評価・選別

研究成果の権利化

実施許諾

　　　インキュベーション事業
　・経営面での助言
　・技術指導等
　・金融面での支援

現在、承認されている技
術移転事業

情報提供

総合科学技術会議
知的財産調査会資料

ＭＥＴＩ
Ministry of Economy, 

Trade and Industry

大学における知的財産の保護・活用のために必要な対応大学における知的財産の保護・活用のために必要な対応大学における知的財産の保護・活用のために必要な対応大学における知的財産の保護・活用のために必要な対応

１９
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外部ＴＬＯ（２２機関）と内部ＴＬＯ（７機関）の収支比較　（平成１４年度・１ＴＬＯあたり）外部ＴＬＯ（２２機関）と内部ＴＬＯ（７機関）の収支比較　（平成１４年度・１ＴＬＯあたり）外部ＴＬＯ（２２機関）と内部ＴＬＯ（７機関）の収支比較　（平成１４年度・１ＴＬＯあたり）外部ＴＬＯ（２２機関）と内部ＴＬＯ（７機関）の収支比較　（平成１４年度・１ＴＬＯあたり）

978

128

838 6,405 370

1,705 1,722

928

391

314

1,524

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000

内部ＴＬＯ

外部ＴＬＯ

ロイヤリティ

会費

国助成金

地方助成

財団、学内予算

その他収入（間接経費等）

513

902

829 1,976 3,845

567

603

31

802
2,284 1,826

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000

内部ＴＬＯ

外部ＴＬＯ

技術発掘経費

情報加工、発信費

技術指導経費

技術移転ＳＰ

その他経費（大学への還流等）

特許関係経費

収
　
入

支
　
出

6,583万円万円万円万円

8,064万円万円万円万円

6,113万円万円万円万円

8,718万円万円万円万円
【収　支】
・外部ＴＬＯ：４７１万円
（国助成金なし：▲８４８万円）

・内部ＴＬＯ：６５４万円
（国助成金なし：▲１８４万円）

２３

ＭＥＴＩ
Ministry of Economy, 

Trade and Industry
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使
　
　
　
命
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命
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命
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命

普
及
啓
発
等
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発
等
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啓
発
等

普
及
啓
発
等

人
材
育
成

人
材
育
成

人
材
育
成

人
材
育
成

会
　
員

会
　
員

会
　
員

会
　
員

ＴＬＯ協議会ＴＬＯ協議会ＴＬＯ協議会ＴＬＯ協議会 大学知財管理・技術移転協議会大学知財管理・技術移転協議会大学知財管理・技術移転協議会大学知財管理・技術移転協議会

アジアとのネットワークアジアとのネットワークアジアとのネットワークアジアとのネットワーク
拠点整備等拠点整備等拠点整備等拠点整備等

マーケティングセミナーマーケティングセミナーマーケティングセミナーマーケティングセミナー

大学のＭＯＴコースとの連携等による大学のＭＯＴコースとの連携等による大学のＭＯＴコースとの連携等による大学のＭＯＴコースとの連携等による
技術移転専門人材の積極的育成技術移転専門人材の積極的育成技術移転専門人材の積極的育成技術移転専門人材の積極的育成

法
人
・
団
体
・
個
人

法
人
・
団
体
・
個
人

法
人
・
団
体
・
個
人

法
人
・
団
体
・
個
人

承認・認定ＴＬＯ承認・認定ＴＬＯ承認・認定ＴＬＯ承認・認定ＴＬＯ

団体団体団体団体

ＴＬＯ職員に対するＴＬＯ職員に対するＴＬＯ職員に対するＴＬＯ職員に対する
研修（人材育成）研修（人材育成）研修（人材育成）研修（人材育成）

Ｈ１５～Ｈ１５～Ｈ１５～Ｈ１５～

承認・認定ＴＬＯ承認・認定ＴＬＯ承認・認定ＴＬＯ承認・認定ＴＬＯ

大学（知財本部）大学（知財本部）大学（知財本部）大学（知財本部）

法人・団体・個人法人・団体・個人法人・団体・個人法人・団体・個人

新規加入新規加入新規加入新規加入

ＴＬＯ・知財本部のＴＬＯ・知財本部のＴＬＯ・知財本部のＴＬＯ・知財本部の
意見調整・連携意見調整・連携意見調整・連携意見調整・連携

マーケティングセミナーマーケティングセミナーマーケティングセミナーマーケティングセミナー

新規実施新規実施新規実施新規実施

新規実施新規実施新規実施新規実施

充実強化充実強化充実強化充実強化

• 大学知財本部とＴＬＯとが連携しつつ知的財産に関する総合的な体制の整備を図るため、「大
学知財管理・技術移転協議会」に名称変更（平成１５年８月２７日）。

• 本年４月以降、大学知財本部を新会員に加え、新たに活動を展開予定。

大学・ＴＬＯによる全国組織の創設（ＴＬＯ協議会の拡充）大学・ＴＬＯによる全国組織の創設（ＴＬＯ協議会の拡充）大学・ＴＬＯによる全国組織の創設（ＴＬＯ協議会の拡充）大学・ＴＬＯによる全国組織の創設（ＴＬＯ協議会の拡充）

３

★大学等技術移転促進費補助金　※スーパーＴＬＯ支援分を新規要求★大学等技術移転促進費補助金　※スーパーＴＬＯ支援分を新規要求★大学等技術移転促進費補助金　※スーパーＴＬＯ支援分を新規要求★大学等技術移転促進費補助金　※スーパーＴＬＯ支援分を新規要求

各ＴＬＯの判断の下、技術
評価・移転先の相談や業
務の委託　等

現在の技術移転体制現在の技術移転体制現在の技術移転体制現在の技術移転体制 スーパーＴＬＯのイメージスーパーＴＬＯのイメージスーパーＴＬＯのイメージスーパーＴＬＯのイメージ

大　学大　学大　学大　学 ＴＬＯＴＬＯＴＬＯＴＬＯ

大　学大　学大　学大　学 ＴＬＯＴＬＯＴＬＯＴＬＯ

大　学大　学大　学大　学 ＴＬＯＴＬＯＴＬＯＴＬＯ

　ＴＬＯは大学と密接な連携を図りつつ技術移転活動を行っており、現在、個別ＴＬＯに対する立ち上げ支援立ち上げ支援立ち上げ支援立ち上げ支援及び海外出願海外出願海外出願海外出願
に対する支援に対する支援に対する支援に対する支援を行っているところ。
　平成１６年度はこれらの支援を引き続き行うとともに、実需の高い技術分野で技術移転実績が特に優れたＴＬＯを他のＴ実需の高い技術分野で技術移転実績が特に優れたＴＬＯを他のＴ実需の高い技術分野で技術移転実績が特に優れたＴＬＯを他のＴ実需の高い技術分野で技術移転実績が特に優れたＴＬＯを他のＴ
ＬＯの専門性を補完する存在（スーパーＴＬＯ）して重点支援ＬＯの専門性を補完する存在（スーパーＴＬＯ）して重点支援ＬＯの専門性を補完する存在（スーパーＴＬＯ）して重点支援ＬＯの専門性を補完する存在（スーパーＴＬＯ）して重点支援することを通じ、我が国の技術移転システムの抜本強化を図
る。

大　学大　学大　学大　学 ＴＬＯＴＬＯＴＬＯＴＬＯ

大　学大　学大　学大　学 ＴＬＯＴＬＯＴＬＯＴＬＯ

大　学大　学大　学大　学 ＴＬＯＴＬＯＴＬＯＴＬＯ
特定技術分野のスーパーＴ

ＬＯとして業務拡充

大学－ＴＬＯの縦割り的な技術移転体制 ＴＬＯの分野特性を活かしたＴＬＯ間の横の連携強化

当該技術分野の
専門人材の育成・専門人材の育成・専門人材の育成・専門人材の育成・
確保確保確保確保や技術情報
の集約　等

平成１６年度予算案：　９．０億円平成１６年度予算案：　９．０億円平成１６年度予算案：　９．０億円平成１６年度予算案：　９．０億円
平成１５年度予算：　　平成１５年度予算：　　平成１５年度予算：　　平成１５年度予算：　　 ６．０億円６．０億円６．０億円６．０億円

２５

ＭＥＴＩ
Ministry of Economy, 

Trade and Industry
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　大学等における知的財産管理等のための環境整備に対する支援

•　知的財産推進計画※を受け、本年１月１３日に経済産業省内に「大学等における秘密管理指針検討「大学等における秘密管理指針検討「大学等における秘密管理指針検討「大学等における秘密管理指針検討
委員会」委員会」委員会」委員会」（委員長：斉藤憲道・松下電器産業（株）法務本部法務グループマネージャー）を設置。

•　今般の不正競争防止法改正の趣旨の周知徹底を大学に図ることが必要。特に、①産学共同研究等
を通じて大学等が知り得た企業秘密の適切な管理と、②大学等独自で創出した成果の適切な管理が
図られることが重要。このため、本委員会において秘密管理指針を策定（２月上旬予定）。

委員名簿委員名簿委員名簿委員名簿 淺井　達夫

石川　功造

奥邨　弘司

勝田　正文

斉藤　憲道

下田　隆二

中島　　暁

西川　貴祥

長谷川史彦

平井　昭光

藤井　孝司

宮根　　亮

長岡技術科学大学教授

ヤフー（株）法務部マネージャー

松下電器産業（株）法務本部法務グループＩＴ・著作権チーム主事

早稲田大学理工学部教授

松下電器産業（株）法務本部法務グループマネージャー

東京工業大学フロンティア創造共同研究センター教授

三菱重工業（株）法務部技術法務グループ

凸版印刷（株）法務部経営法務部

東北大学未来科学技術共同研究センター助教授

レクスウェル法律特許事務所長　弁護士・弁理士

トヨタ自動車（株）東京国内・渉外グループ長

武田薬品工業（株）法務部（国内法務）

◎

知的財産の創造，保護及び活用に関する推進計画
第１章６②産学官連携に関するルールの整備を支援し、契約締結の柔軟性を確保する
ⅰ）・・・営業秘密の取扱いについては、企業側の営業秘密の保護と、大学における学問・研究の自由を両立
　　させるという観点、及び研究者の発明の公知化を防止するという観点から、大学とにおける秘密管理の参考
　　となる考え方を整理し、周知する。

◎：委員長
９

研究開発税制の抜本強化

○試験研究費総額の一定割合の税額控除制度を創設
　

(1)(1)(1)(1)試験研究費の総額の売上金額試験研究費の総額の売上金額試験研究費の総額の売上金額試験研究費の総額の売上金額
※※※※

に対する割合に応じた傾斜型控除率の設定に対する割合に応じた傾斜型控除率の設定に対する割合に応じた傾斜型控除率の設定に対する割合に応じた傾斜型控除率の設定
　　　　　　　　　・　　　　　・　　　　　・　　　　　・ 時限措置（３年間）：１０％～１２％　　　恒久的措置：８％～１０％時限措置（３年間）：１０％～１２％　　　恒久的措置：８％～１０％時限措置（３年間）：１０％～１２％　　　恒久的措置：８％～１０％時限措置（３年間）：１０％～１２％　　　恒久的措置：８％～１０％
　　　　　　・　　　　　　・　　　　　　・　　　　　　・ 税額控除限度額　１２％→２０％へ引き上げ　税額控除限度額　１２％→２０％へ引き上げ　税額控除限度額　１２％→２０％へ引き上げ　税額控除限度額　１２％→２０％へ引き上げ　
　　　　　　・　　　　　　・　　　　　　・　　　　　　・ 未使用税額控除額の繰越　→　１年間　　　　　　　未使用税額控除額の繰越　→　１年間　　　　　　　未使用税額控除額の繰越　→　１年間　　　　　　　未使用税額控除額の繰越　→　１年間　　　　　　　【※売上金額＝当期を含む４年間の平均売上金額】【※売上金額＝当期を含む４年間の平均売上金額】【※売上金額＝当期を含む４年間の平均売上金額】【※売上金額＝当期を含む４年間の平均売上金額】

(2)(2)(2)(2)中小企業については、より高い税額控除率一律１２％中小企業については、より高い税額控除率一律１２％中小企業については、より高い税額控除率一律１２％中小企業については、より高い税額控除率一律１２％ 〔３年間の時限措置〔３年間の時限措置〔３年間の時限措置〔３年間の時限措置
　　　　　　　　 として１５％〕を設定として１５％〕を設定として１５％〕を設定として１５％〕を設定　　　　　　　　　　　　 【【【【 中小企業技術基盤強化税制中小企業技術基盤強化税制中小企業技術基盤強化税制中小企業技術基盤強化税制 】】】】

(3)(3)(3)(3)産学官連携の共同・委託研究についてもより高い税額控除率一律１２％産学官連携の共同・委託研究についてもより高い税額控除率一律１２％産学官連携の共同・委託研究についてもより高い税額控除率一律１２％産学官連携の共同・委託研究についてもより高い税額控除率一律１２％
　　〔３年間の時限措置として１５％〕を設定　　〔３年間の時限措置として１５％〕を設定　　〔３年間の時限措置として１５％〕を設定　　〔３年間の時限措置として１５％〕を設定　【　【　【　【 産学官連携促進特別試験研究税制産学官連携促進特別試験研究税制産学官連携促進特別試験研究税制産学官連携促進特別試験研究税制 】】】】

○開発研究用償却資産の特別償却制度を創設

　　研究開発投資を更に支援するため対象業種を限定しない特別償却率５０％研究開発投資を更に支援するため対象業種を限定しない特別償却率５０％研究開発投資を更に支援するため対象業種を限定しない特別償却率５０％研究開発投資を更に支援するため対象業種を限定しない特別償却率５０％
の措置を講ずる。　　　の措置を講ずる。　　　の措置を講ずる。　　　の措置を講ずる。　　　（普通償却と合わせると初年度９４％程度の償却が可能）（普通償却と合わせると初年度９４％程度の償却が可能）（普通償却と合わせると初年度９４％程度の償却が可能）（普通償却と合わせると初年度９４％程度の償却が可能）　　　　

本制度の創設により 約６，０００億円約６，０００億円約６，０００億円約６，０００億円 の減税額を実現
２６

ＭＥＴＩ
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試験研究費総額の一定割合の税額控除制度試験研究費総額の一定割合の税額控除制度試験研究費総額の一定割合の税額控除制度試験研究費総額の一定割合の税額控除制度

過去５年中上位３
年の平均額

上
位
一
位

上
位
二
位

上
位
三
位

増加額増加額増加額増加額の１５％１５％１５％１５％
を税額控除

【増加試験研究税制】

５年前　４年前　３年前　２年前　１年前

試
験
研
究
費
総
額
総
額
総
額
総
額

当該年度

試験研究費総額総額総額総額
を対象した税額控除

Ⅰ．試験研究費の「総額」が控除対象

●これまでの試験研究費の増加分に着目した制度に加えて、総額型
　 控除制度を導入
　 →研究開発に取り組む全ての企業がその恩恵を享受可能に全ての企業がその恩恵を享受可能に全ての企業がその恩恵を享受可能に全ての企業がその恩恵を享受可能に

★ 米国の約３倍米国の約３倍米国の約３倍米国の約３倍の控除率を設定
　　〔参考〕　米国の総額型控除制度の最高税率は３．７５％最高税率は３．７５％最高税率は３．７５％最高税率は３．７５％

10％

恒久的措置

時限措置（＋２％）

試験研究費
売　上　高

税額控除率

８％８％８％８％

12121212％％％％

10101010％％％％

※控除率は試験研究費売上高比率に応じて増加。
　研究開発への取組のインセンティブを付与。

　　　（例：売上高比率５％企業→控除率１１％）
２７

ＭＥＴＩ
Ministry of Economy, 

Trade and Industry

Ⅱ．繰越制度の導入

●減税規模の拡大に伴い、税額控除限度額を
　 法人税額の１２％から　→　２０％２０％２０％２０％　へ引き上げ。

●さらに、繰越制度の導入繰越制度の導入繰越制度の導入繰越制度の導入により、当該年度に発生した未使用控除
　 額が翌年度活用可能に。

　　→これにより、例えば企業業績がＶ字回復を果たしたときには
　　　　 前年度において未使用の控除額分も併せて控除が可能に。
　　（ただし、法人税額の２０％が限度。また、前年度よりも試験研究費が増加した場合に限る。）

当該年度（Ａ） （Ａ＋１）年度

２０％２０％２０％２０％ へ

引き上げ

現行の税額控除限度額
＝法人税額の１２％

超過額（Ａ） 繰越額（Ａ）

計
算
上
の

税
額
控
除
額

実
際
の

税
額
控
除
額

20%

実
際
の

税
額
控
除
額

計
算
上
の

税
額
控
除
額

繰越制度のイメージ繰越制度のイメージ繰越制度のイメージ繰越制度のイメージ

２８

ＭＥＴＩ
Ministry of Economy, 

Trade and Industry
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○○○○ 税額控除率税額控除率税額控除率税額控除率
・時限措置　　（３年間）　　　一律　１５％１５％１５％１５％

　　・恒久的措置　　 　　　　　 一律 １２％　１２％　１２％　１２％　

　　　　※これまでの控除率は10％

我が国経済活性化と雇用創出の原動力である中小企業の
研究開発活動を強力に推進するため、これまでにない高い
税額 控除率を設定

中小企業技術基盤強化税制の強化中小企業技術基盤強化税制の強化中小企業技術基盤強化税制の強化中小企業技術基盤強化税制の強化

●日本の将来を支える中小企業の技術力強化を強力
に推進すべく、中小企業技術基盤強化税制を抜本
的に強化

税額控除率のイメージ税額控除率のイメージ税額控除率のイメージ税額控除率のイメージ

１２％

１５％

税額控除率

対象経費の総額

１０％

改正前 改正後改正後改正後改正後

控除率の５％ＵＰ（従前の
５割増）により研究開発
ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞを強力に付与

時限措置（+３％）

恒久的措置

○○○○ 税額控除率税額控除率税額控除率税額控除率
・時限措置　　（３年間）　 一律　１５％１５％１５％１５％

　　・恒久的措置　　 　　　　　 一律 １２％１２％１２％１２％　　　　

○○○○ 対象機関対象機関対象機関対象機関
　国立大学、私立大学等、公的試験研究機関　

○○○○ 対象経費対象経費対象経費対象経費
　共同研究契約又は委託研究契約に基づき、民間企業が
　研究開発に支出した経費
　※委託研究に関しては、「革新性の高い研究であること」

産学官連携の共同研究・委託研究については、基礎的
創造的研究を促進する観点 から 高い税額控除率を設定

１２％

１５％
時限措置（＋３％）

恒久的措置

税　額
控除率

対象経費の総額

産学官連携促進特別税額控除制度産学官連携促進特別税額控除制度産学官連携促進特別税額控除制度産学官連携促進特別税額控除制度

●革新性に富む産学官の共同研究、
　 委託研究の実施を強力に後押し

税額控除率のイメージ税額控除率のイメージ税額控除率のイメージ税額控除率のイメージ

２９

ＭＥＴＩ
Ministry of Economy, 

Trade and Industry

○特別償却率○特別償却率○特別償却率○特別償却率 ： 取得価額の ５０％５０％５０％５０％　　　　※　　　　※　　　　※　　　　※普通償却と合わせると最大９４％程度最大９４％程度最大９４％程度最大９４％程度の償却が可能　　　　

○対象設備：○対象設備：○対象設備：○対象設備：　新規に取得した開発研究用で取得価額が２８０万円以上２８０万円以上２８０万円以上２８０万円以上の※※※※「機械装置及び器具備品」「機械装置及び器具備品」「機械装置及び器具備品」「機械装置及び器具備品」　

　　　※【減価償却資産の耐用年数等に関する省令　別表第８　開発研究用減価償却資産の耐用年数表に該当するもの】※【減価償却資産の耐用年数等に関する省令　別表第８　開発研究用減価償却資産の耐用年数表に該当するもの】※【減価償却資産の耐用年数等に関する省令　別表第８　開発研究用減価償却資産の耐用年数表に該当するもの】※【減価償却資産の耐用年数等に関する省令　別表第８　開発研究用減価償却資産の耐用年数表に該当するもの】

開発研究用資産の特別償却制度の創設開発研究用資産の特別償却制度の創設開発研究用資産の特別償却制度の創設開発研究用資産の特別償却制度の創設

●民間企業の研究開発用設備投資を集中的に支援することにより研究開発を加速

企業の研究開発を設備投資面からさらに支援するため、研究開発用資産の取得に対して支援措
置（３年間）を講じる。

普通償却分
４３.８％

１．０００
万円

普通償却分
４３.８％
＋＋＋＋

特別償却分
５０％

償却費
４３８万円

償却費
９３８万円

特別償却のイメージ特別償却のイメージ特別償却のイメージ特別償却のイメージ

〔取得価額〕

１０００万円

〔耐用年数〕

４年

〔償却方法〕

定率法　0.438
の場合の初年度

償　却　額

〔普通償却〕 〔特別償却〕

器具及び備品 ・試験又は測定機器、計算機器、撮影機及び顕微鏡

機械及び装置 ・汎用ポンプ、汎用モーター、汎用金属工作機械、汎用金属加工機械その他これらに類するもの

・その他のもの

種　　　類 細　　　　　　　　　　　　目

３０

ＭＥＴＩ
Ministry of Economy, 

Trade and Industry
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Ⅳ．大学発ベンチャーについて

大学発ベンチャー企業数大学発ベンチャー企業数大学発ベンチャー企業数大学発ベンチャー企業数

大学発ベンチャー企業数の推移

435

314

209

142
60 78

8 26 102

531

0

100

200

300

400

500

600

1979 1989 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002
設立年度

数

　「平沼プラン」において、２００４年度までに大学発ベンチャーを１，０００社創出することを目標　「平沼プラン」において、２００４年度までに大学発ベンチャーを１，０００社創出することを目標　「平沼プラン」において、２００４年度までに大学発ベンチャーを１，０００社創出することを目標　「平沼プラン」において、２００４年度までに大学発ベンチャーを１，０００社創出することを目標
に掲げ、支援策を講じているところ。調査結果では、２００２年度までに５３１社のベンチャーがに掲げ、支援策を講じているところ。調査結果では、２００２年度までに５３１社のベンチャーがに掲げ、支援策を講じているところ。調査結果では、２００２年度までに５３１社のベンチャーがに掲げ、支援策を講じているところ。調査結果では、２００２年度までに５３１社のベンチャーが
創出されており、今後２年間でなお約４７０社のベンチャー創出を図る必要がある。創出されており、今後２年間でなお約４７０社のベンチャー創出を図る必要がある。創出されており、今後２年間でなお約４７０社のベンチャー創出を図る必要がある。創出されており、今後２年間でなお約４７０社のベンチャー創出を図る必要がある。

出所：平成１４年度大学発ベンチャーに関する基礎調査（経済産業省）

ＭＥＴＩ
Ministry of Economy, 

Trade and Industry
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　大学別に企業数を見ると、上位にきている大学は、ＴＬＯの設置等により産学連携を積極的　大学別に企業数を見ると、上位にきている大学は、ＴＬＯの設置等により産学連携を積極的　大学別に企業数を見ると、上位にきている大学は、ＴＬＯの設置等により産学連携を積極的　大学別に企業数を見ると、上位にきている大学は、ＴＬＯの設置等により産学連携を積極的
に進めている大学が多い。に進めている大学が多い。に進めている大学が多い。に進めている大学が多い。

順位 大学名 企業数 関係ＴＬＯ

1 　早稲田大学 42 早稲田大学産学官研究推進センター

2 　東京大学 32 ＣＡＳＴＩ、生産技術奨励会

3 　慶應義塾大学 24 慶應義塾大学知的資産センター

4 　京都大学 23 関西ティー・エル・オー

4 　大阪大学 23 大阪産業振興機構

6 　東京工業大学 20 理工学振興会

7 　東北大学 19 東北テクノアーチ

8 　北海道大学 18 北海道ティー・エル・オー

9 　九州工業大学 18 北九州産業学術推進機構

10 　九州大学 16 産学連携機構九州

11 　筑波大学 13 筑波リエゾン研究所

11 　山口大学 13 山口ティー・エル・オー

11 　龍谷大学 13 関西ティー・エル・オー

大学別企業数について大学別企業数について大学別企業数について大学別企業数について
ＭＥＴＩ

Ministry of Economy, 
Trade and Industry

（総合）

３４

21.7%

14.3%

10.5%

6.2%

24.7%

30.9%

5.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

ＩＴハード

ＩＴソフト

バイオ・医療

環境

素材・材料

機械・装置

その他

　大学発ベンチャーの事業分野別比率を見ると、ＩＴソフト分野の事業を行う企業が最も多　大学発ベンチャーの事業分野別比率を見ると、ＩＴソフト分野の事業を行う企業が最も多　大学発ベンチャーの事業分野別比率を見ると、ＩＴソフト分野の事業を行う企業が最も多　大学発ベンチャーの事業分野別比率を見ると、ＩＴソフト分野の事業を行う企業が最も多
く全体のく全体のく全体のく全体の30.930.930.930.9％、次いでバイオ・医療分野が％、次いでバイオ・医療分野が％、次いでバイオ・医療分野が％、次いでバイオ・医療分野が24.724.724.724.7％となっている。この２分野で全体の半数％となっている。この２分野で全体の半数％となっている。この２分野で全体の半数％となっている。この２分野で全体の半数
以上を占める。以上を占める。以上を占める。以上を占める。

大学発ベンチャーの事業分野大学発ベンチャーの事業分野大学発ベンチャーの事業分野大学発ベンチャーの事業分野

※「その他」には、コンサルティングや教育、マーケティング、食料品等を扱う事業が含まれている。

ＭＥＴＩ
Ministry of Economy, 

Trade and Industry
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414社、78.0%

37社、7.0%

80社、15.0%

教職員

学生

第三者

　教職員が自ら代表者となって経営を行っている大学発ベンチャーは全体の　教職員が自ら代表者となって経営を行っている大学発ベンチャーは全体の　教職員が自ら代表者となって経営を行っている大学発ベンチャーは全体の　教職員が自ら代表者となって経営を行っている大学発ベンチャーは全体の15%15%15%15%に過ぎず、技に過ぎず、技に過ぎず、技に過ぎず、技
術を担う者と経営を担う者の役割分担がなされている大学発ベンチャーが多くを占めている。術を担う者と経営を担う者の役割分担がなされている大学発ベンチャーが多くを占めている。術を担う者と経営を担う者の役割分担がなされている大学発ベンチャーが多くを占めている。術を担う者と経営を担う者の役割分担がなされている大学発ベンチャーが多くを占めている。

教職員

学生

第三者

大学発ベンチャーの代表者（経営者）内訳大学発ベンチャーの代表者（経営者）内訳大学発ベンチャーの代表者（経営者）内訳大学発ベンチャーの代表者（経営者）内訳

大学発ベンチャーにおける教職員の経営者比率大学発ベンチャーにおける教職員の経営者比率大学発ベンチャーにおける教職員の経営者比率大学発ベンチャーにおける教職員の経営者比率
ＭＥＴＩ

Ministry of Economy, 
Trade and Industry

３６

11

1

9

13

19

26

37

84

91

0 20 40 60 80 100

困っていることは特にない

その他

仕入先

インキュベータ等の施設

コンサルティング

特許紛争

販売先

資金調達

スタッフの確保

（件）

出典：筑波大学先端学際領域研究センター「大学等発ベンチャーの現状と課題に関する調査研究」（平成１３年３月）

　技術を事業化する際に抱える、①資金調達、②スタッフの確保、③販売先、④入居場所、
⑤財務・会計マネジメント、法務サービス等について、一括して支援サービスを提供する
創業支援事業（インキュベーション事業）が重要。
　特に、大学発ベンチャーの場合には、大学の研究成果を円滑に移転し、事業化に結びつ
けるために、研究成果を生み出した大学人による兼業や技術指導を必要とすることから、
学内に企業立地し、あわせて創業支援（インキュベーション）を受けられることが非常に
重要となる。

大学発ベンチャー設立時の問題点

技術を事業化する際の課題

３７

ＭＥＴＩ
Ministry of Economy, 
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産学共同研究の推進産学共同研究の推進産学共同研究の推進産学共同研究の推進
　◆大学発事業創出実用化研究開発事業◆大学発事業創出実用化研究開発事業◆大学発事業創出実用化研究開発事業◆大学発事業創出実用化研究開発事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１６年度予算案：２６．０億円（２４．１億円）平成１６年度予算案：２６．０億円（２４．１億円）平成１６年度予算案：２６．０億円（２４．１億円）平成１６年度予算案：２６．０億円（２４．１億円）

　　　（マッチングファンド）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（マッチングファンド）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（マッチングファンド）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（マッチングファンド）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

経済産業省 NEDO TLO 民間企業

大　学

研究費等補　助 補　助

研究費等

（実用化研究開発）

2/3 1/3

※（　）は平成15年度予算額

・補助額：企業がＴＬＯ等に提供する資金の２倍以内。・補助額：企業がＴＬＯ等に提供する資金の２倍以内。・補助額：企業がＴＬＯ等に提供する資金の２倍以内。・補助額：企業がＴＬＯ等に提供する資金の２倍以内。補助ベースで１件１年補助ベースで１件１年補助ベースで１件１年補助ベースで１件１年1,0001,0001,0001,000万円以上万円以上万円以上万円以上
・対象費用：研究開発に必要な経費、研究開発のマネージメントに必要な費用・対象費用：研究開発に必要な経費、研究開発のマネージメントに必要な費用・対象費用：研究開発に必要な経費、研究開発のマネージメントに必要な費用・対象費用：研究開発に必要な経費、研究開発のマネージメントに必要な費用
・研究期間：・研究期間：・研究期間：・研究期間：3333年間以内年間以内年間以内年間以内
　★平成１　★平成１　★平成１　★平成１4444年度予算での採択件数：年度予算での採択件数：年度予算での採択件数：年度予算での採択件数：52525252件（件（件（件（26262626組織）組織）組織）組織）。。。。
　　※これらが事業化された場合の市場規模：　　※これらが事業化された場合の市場規模：　　※これらが事業化された場合の市場規模：　　※これらが事業化された場合の市場規模：7,2767,2767,2767,276億円（事業化から５年間の売上高ベース）億円（事業化から５年間の売上高ベース）億円（事業化から５年間の売上高ベース）億円（事業化から５年間の売上高ベース）

★平成１４年度補正予算での採択件数：★平成１４年度補正予算での採択件数：★平成１４年度補正予算での採択件数：★平成１４年度補正予算での採択件数：106106106106件（件（件（件（38383838組織）組織）組織）組織）
　　※これらが事業化された場合の市場規模：　　※これらが事業化された場合の市場規模：　　※これらが事業化された場合の市場規模：　　※これらが事業化された場合の市場規模：11,48911,48911,48911,489億円（事業化から５年間の売上高ベース）億円（事業化から５年間の売上高ベース）億円（事業化から５年間の売上高ベース）億円（事業化から５年間の売上高ベース）

★平成１★平成１★平成１★平成１5555年度予算での採択件数：年度予算での採択件数：年度予算での採択件数：年度予算での採択件数：13131313件（件（件（件（9999組織）組織）組織）組織）
※これらが事業化された場合の市場規模：※これらが事業化された場合の市場規模：※これらが事業化された場合の市場規模：※これらが事業化された場合の市場規模：1,9171,9171,9171,917億円（事業化から５年間の売上高ベース）億円（事業化から５年間の売上高ベース）億円（事業化から５年間の売上高ベース）億円（事業化から５年間の売上高ベース）

ＭＥＴＩ
Ministry of Economy, 

Trade and Industry技術マネジメント体制の構築に向けた予算措置技術マネジメント体制の構築に向けた予算措置技術マネジメント体制の構築に向けた予算措置技術マネジメント体制の構築に向けた予算措置

大学の研究成果を活用した新事業、新市場創出に向けた研究開発を活性化させるため、マッチングファンド方式
を活用し企業と大学等が連携して行う、大学の研究成果の事業化のために行う ① 事前調査事業（F/S） ※ ②実
証化研究・開発（R & D）を促進する。　 ※資金提供事業者が中小企業の場合のみ

３８

★大学発ベンチャー経営等支援事業（大学発ＶＢ育成ハンズオン支援）　★大学発ベンチャー経営等支援事業（大学発ＶＢ育成ハンズオン支援）　★大学発ベンチャー経営等支援事業（大学発ＶＢ育成ハンズオン支援）　★大学発ベンチャー経営等支援事業（大学発ＶＢ育成ハンズオン支援）　

平成１６年度予算案：２．０億円平成１６年度予算案：２．０億円平成１６年度予算案：２．０億円平成１６年度予算案：２．０億円
平成１５年度予算：１．５億円平成１５年度予算：１．５億円平成１５年度予算：１．５億円平成１５年度予算：１．５億円

大学発ベンチャー等に対して、経営・法務・財務の専門家（具体的には弁護士、
会計士、企業経験者等）の派遣を実施する。専門家によるハンズオン支援によ
り加速的に大学発ベンチャーの創出・育成を支援。

予　算

ＴＬＯ等機関

支援ベンチャー

支援回数

専門家数

０．５億円

２０機関

６６社

２９０回

４３名

１．５億円

２７機関

１３１社

１２１８回

７４名

Ｈ１３補正 Ｈ１４

【支　援　実　績】【支　援　実　績】【支　援　実　績】【支　援　実　績】

設立ベンチャー※ ７社 １７社

※設立ベンチャー数は、
支援ベンチャー総数の内数

大学発ベンチャー起業者

民間団体等 ＴＬＯ等

経営専門家

経済産業省

①相談

②要請

③専門家派遣

④専門家によるハンズオン支援

補助

ＭＥＴＩ
Ministry of Economy, 

Trade and Industry

３９

１．５億円（通年）

３５機関

１１５社

５８１回

９６名

Ｈ１５上期

１０社
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<支援主体>

研究者
個　 人

大 学
ＴＬＯ

中小企業

大企業

技
術
シ
ー
ズ
志
向

企
業
ニ
ー
ズ
志
向

大学研究者のアイデア段
階

企業と大学が連携して研
究を実施することが必要
な段階

企業による実用化開発が
可能であるが、ハイリスクで
あり公的支援が必要な段
階

大学で技術が成熟してお
り、企業内で事業化が可
能な段階

産業技術研究助成事業産業技術研究助成事業産業技術研究助成事業産業技術研究助成事業
－提案公募型研究助成－

（研究開発課）

ＴＬＯ助成金ＴＬＯ助成金ＴＬＯ助成金ＴＬＯ助成金
－技術移転促進－
（大学連携推進課）

大学発事業創出実用化大学発事業創出実用化大学発事業創出実用化大学発事業創出実用化
研究開発事業研究開発事業研究開発事業研究開発事業

－実用化を要件とした研究補助－
（大学連携推進課）

事業化段階

大学発ベンチャー経営大学発ベンチャー経営大学発ベンチャー経営大学発ベンチャー経営
等支援事業等支援事業等支援事業等支援事業

－経営等の専門家派遣－
（大学連携推進課）

インキュベーション施設インキュベーション施設インキュベーション施設インキュベーション施設
整備整備整備整備

－起業家育成施設の整備－
（地域Ｇ産業施設課）

地域新生コンソーシアム地域新生コンソーシアム地域新生コンソーシアム地域新生コンソーシアム
研究開発事業研究開発事業研究開発事業研究開発事業

－共同研究支援－
（地域Ｇ地域技術課）

大学発ベンチャー支援ネットワーク大学発ベンチャー支援ネットワーク大学発ベンチャー支援ネットワーク大学発ベンチャー支援ネットワーク
構築事業構築事業構築事業構築事業

－技術・起業支援システムの構築－
（産業構造課）

産業技術実用化開発産業技術実用化開発産業技術実用化開発産業技術実用化開発
補助事業補助事業補助事業補助事業

－民間企業主体の研究補助－
（技術振興課）

【ＴＬＯを通じた大学発ベンチャー関連施策】【ＴＬＯを通じた大学発ベンチャー関連施策】【ＴＬＯを通じた大学発ベンチャー関連施策】【ＴＬＯを通じた大学発ベンチャー関連施策】

広域的新事業支援ネットワーク広域的新事業支援ネットワーク広域的新事業支援ネットワーク広域的新事業支援ネットワーク
等補助金等補助金等補助金等補助金

－産学官のネットワーク構築－
（地域Ｇ立地環境整備課）

産総研

中小企業支援型研究開発中小企業支援型研究開発中小企業支援型研究開発中小企業支援型研究開発
－産総研主体の共同研究支援－

（技術振興課）

４０

ＭＥＴＩ
Ministry of Economy, 

Trade and Industry

○平成１４年度補正予算
　・立命館大学（びわこ・くさつキャンパス）
　・大阪大学（吹田キャンパス）
　・九州大学（箱崎キャンパス・筑紫キャンパス）

★大学連携型起業家育成施設整備事業★大学連携型起業家育成施設整備事業★大学連携型起業家育成施設整備事業★大学連携型起業家育成施設整備事業 （産業施設課）　（産業施設課）　（産業施設課）　（産業施設課）　

平成１６年度予算案：５９．６億円平成１６年度予算案：５９．６億円平成１６年度予算案：５９．６億円平成１６年度予算案：５９．６億円
平成１５年度予算：　平成１５年度予算：　平成１５年度予算：　平成１５年度予算：　 ６９．６億円６９．６億円６９．６億円６９．６億円

ＭＥＴＩ
Ministry of Economy, 

Trade and Industry

地方公共団体

入居者補助・施設運営に関する契約

地域振興整備公団 国

インキュベータ

施設整備

平成１４年度補正及び平成１５年度予算による成果

大学技術、インキュベーション、
サポートを求める全国の企業

家、中小企業

大学

（地域の知的リソース）
○テクノロジートランスファー

○教官からのスピンアウト

○ビジネス支援サービスのリソース提供

４１

インキュベータ入居に係る補助

一般会計

１００％出資

インキュベーション施設整備　インキュベーション施設整備　インキュベーション施設整備　インキュベーション施設整備　－起業家育成施設の整備－

地域地域地域地域

大学のイノベーションシーズを活用して起業・事業展開を行う者に対して、低賃料の貸オフィス・貸研究
室と共に、新事業に至るまでに不足するリソース（経営ノウハウ、販路開拓等）を提供し、その成長を支
援・加速する大学と連携した起業家育成施設（インキュベータ）を整備する。

○平成１５年度予算
　・東京大学（柏キャンパス）
　・京都大学（桂キャンパス）

インキュベーション施設整備の内数として

平成１６年度予算案：１５．２億円平成１６年度予算案：１５．２億円平成１６年度予算案：１５．２億円平成１６年度予算案：１５．２億円
平成１５年度予算：　平成１５年度予算：　平成１５年度予算：　平成１５年度予算：　 ２０．０億円２０．０億円２０．０億円２０．０億円
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◆経済産業省からの産学連携の情報発信

ホームページ

http://www.meti.go.jp/policy/innovation_corp/top-page.htm

トップページから、「contents」の「技術革新」の中の「産学官連携」

どうもありがとうございました。

【参考】

ＭＥＴＩ
Ministry of Economy, 

Trade and Industry


